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   本「条件規定書」は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律」(平成 11 年法律 117 号。以下「PFI 法」という)に定める目的及び基本理念に従い、野

洲町（以下「町」という）が PFI 事業として実施する「野洲町立野洲小学校及び野洲幼稚

園整備並びに維持管理事業」において、町と事業者が締結する事業契約（これに付随する

契約を含む。以下総称して「事業契約」という）の基本的事項を規定している。 

  事業契約は、町が配布した「実施方針」、「募集要項」及び本「条件規定書」を含む「募

集要項」の添付書類（以下総称して「募集要項等」という）に規定された条件並びに事業

予定者の提案書を基に作成される。 
  「募集要項等」に規定された条件及び事業予定者の提案書の内容は、事業契約の規定に

含まれない事項であっても、町及び事業者を拘束するものとする。 
  なお、本「条件規定書」のうち「事業予定者の提案書に基づく」旨の記載のある事項に

係わる具体的内容は、事業予定者が決定した後に、事業予定者の提案書を基に町と事業者

との協議により取り決めるものである。 
 
 
Ⅰ．用語の定義 
  本「条件規定書」において使用する用語の定義は、以下の通りとする。 
１．「本事業」とは、事業契約に基づき実施される野洲町立野洲小学校及び野洲幼稚園

整備並びに維持管理事業をいう。 
２．「本施設等」とは、事業契約に基づき事業者が企画・設計・建設・整備して町に引

き渡す施設及び設備をいう。 
３．「事業予定者」とは、本事業の募集において、最優秀提案者として選定され、優先

交渉権者となった応募者で、且つ、町との必要な交渉において合意に至った応募者

をいう。 
４．「事業予定者の提案書」とは、事業予定者が応募時に提出した提案書をいう。 
５．「事業者」とは、事業予定者が本事業を遂行するために設立した特別目的会社をい

う。 
６．「譲渡・所有権移転予定日」とは、事業予定者の提案書に基づいて事業契約に規定

する本施設等及び什器備品を事業者が町に譲渡・所有権移転する予定日をいう。 
７．「維持管理業務開始日」とは、事業者が本施設等（解体、グラウンド及びグラウン

ド関連付帯設備を除く）及び什器備品を町に譲渡・所有権移転した日をいう。 
８． 「建設期間」とは、本施設等の建設工事着手の日から町によるグラウンド竣工確

認があった日までの期間をいう。 
９． 「維持管理業務期間」とは、維持管理業務開始日の午前０時から始まり当該日よ

り 20 年を経過した日の前日（以下「維持管理業務期間満了日」という）の午後１２

時をもって終わる期間をいう。 
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１０． 「事業期間」とは、事業契約の締結日より前号にいう維持管理業務期間満了日ま

でをいう。 
１１． 「事業年度」とは、維持管理業務開始日から１年間を第１年度とし、以降、１年

毎に区切った期間を言う。維持管理業務開始日以前は維持管理開始日前日より１年

間を－第１年度、それ以前を１年ごとに区切った期間をマイナス事業年度として契

約締結日まで遡るものとする。 
１２． 「施設整備費用」とは、本施設等の建設及び什器備品の調達整備に係わり発生す

る費用並びにこれらを町が分割払いすることにより生じる利息等を合わせたものと

して事業契約に規定する金額をいう。 
１３． 「維持管理費用」とは、本施設等の維持管理に係わる費用として事業契約に規定

する金額をいう。 
１４． 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、地震、地滑り、落盤、火災、戦争・敵対

行為（宣戦布告の有無を問わない）、侵略、外敵の行為、反乱、革命、一揆、内乱、

クーデター、騒乱、暴動、その他の自然的又は人為的な事象（設計図書で基準を定

めたものにあっては、当該基準を超えるものに限る）であって、町及び事業者双方

の責めに帰すべからざるものをいう。 
 
 
Ⅱ．本事業の概要 
１．総則 
（１） 本事業は、町と事業者が協議して事業契約に定める日程表（別紙１）に従い実施

されるものとする。 
（２） 事業者は、募集要項等及び事業予定者の提案書をもとに定める事業契約に基づき、

本施設等を企画・設計・建設すると共に、事業予定者の提案書に基づき事業契約

に定める「什器備品リスト」に規定された什器備品を整備の上、町に譲渡・所有

権移転するものとする。 
（３） 事業者は、本施設等を町へ譲渡・所有権移転した日から維持管理業務期間満了日

まで本施設等の維持管理業務を行うものとする。 
（４） 事業者は、資金調達、企画・設計、仮設・施工方法その他本施設等を完成させる

ために必要な一切の手段については事業者の責任において実施するものとする。 
（５） 町は、本事業に関係する文化財調査及び地質調査、本施設等及び什器備品の所有、

それらを使用した教育並びに什器備品の更新を実施するものとする。 
（６） 町は事業者が提供する本（２）及び（３）項に規定する業務を一体のものとして

認識し、事業者が提供する一体となったサービスとして購入する。そのため、町

は事業者が提供するサービスの対価を、事業契約の規定により事業者に支払うも

のとする。 
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（７）  本事業は、本ⅢからⅥ項に規定する各段階により構成される。各段階に関する詳

細な条件は、本Ⅲ項以下に規定する。 
  

２．事業者 
（１）町は、事業者と事業契約を締結する。 
（２）事業者は商法（明治 32年法律第 48号）の規定による株式会社でなければならない。

事業者の本店所在地は[     ]に置くものとする。 
事業者は、本事業及びその実施に必要な関連事業のみを行うものとする。ただし、

あらかじめ町の承諾を得た場合には、この限りでない。 
（３）事業者は、設計及び建設工事を構成員以外の第三者に委託し、又は請負わせること

ができるものとする。この場合においては、事業者は予定企業につき事前に町の承

認を取得するものとする。 
町は予定企業が次の要件を満たさない場合及び安定性につき問題がある等本事業

を実施することが不適当と判断した場合には、否認できるものとする。 
① 建設業者は建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 3 条第 1 項の規定により、建築

一式工事につき特定建設業の許可を受けていること。 
② 本事業と同規模以上の建築工事の施工実績を有する企業が少なくとも一社含ま

れること。 
（４）事業者は事業契約締結後、速やかに本事業推進のための企画・設計・建設及び維持

管理に係わる業務分担表（事業者が請け負い又は委託を行おうとする企業について、

その概要、担当者名、平時及び緊急時の連絡先を表示すること）を町に提出し、町

の承認を得るものとする。 
町は長期間にわたる本事業の性格より、安定性などに問題が有ると判断される業

務分担については、否認することができるものとする。 
事業者は事業者の責任において町の承認が得られる業務分担を実施できるように

するものとする。 
事業者は、業務分担企業の変更をしようとする場合には、事前に町の承認を得る

ものとする。ただし、維持管理業務に係るものを除く。 
 
３．設計及び建設等 
（１） 事業者は、本施設等及び什器備品を募集要項等並びに事業予定者の提案書の規定に

従い事業者の責任と費用負担において企画・設計するものとする。 
（２） 事業者は、本（１）項に規定する企画・設計に基づき事業者の責任と費用負担にお

いて本施設等及び什器備品を建設・整備するものとする。これらに付随する関連業

務についても同様とする。 
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４．譲渡・所有権移転 
事業者は、譲渡・所有権移転予定日に本施設等及び什器備品を町に譲渡・所有権移転

するものとする。 
 
５．維持管理 

事業者は、維持管理業務期間中事業予定者の提案書に基づき事業契約に規定される条

項に従い本施設等の維持管理を行うものとする。 
 
 

Ⅲ．本施設等の企画・設計 
 
１．事業者は、募集要項等及び事業予定者の提案書に従い、野洲小学校及び野洲幼稚園の

施設・設備、グラウンドを含む敷地及び什器備品の整備のため必要な企画・設計をす

るものとする。 
２．事業者は、本施設等が維持管理業務期間後においても引き続き長期に亘り使用される

ことに鑑み、躯体及び基礎等の主要構造部分の品質・耐久性が十分確保されるよう、

企画・設計するものとする。 
 ３．事業予定地 

（１）野洲小学校 
事業予定地は次に示す現野洲小学校の敷地とする。 
① 住所：滋賀県野洲郡野洲町大字小篠原１１４７番地 
② 敷地面積：１６，３０６㎡ 
③ 地域地区等 
   用途地域 ： 近隣商業地域 
   建蔽率  ： ８０％ 
   容積率  ： ２００％ 
   その他  ： 防火規制 ― 指定なし。法２２条地域 
          日影規制 ― ５時間（５ｍ）、３時間（１０ｍ）、Ｈ＝４ｍ 

（２）野洲幼稚園 
事業予定地は次に示す現野洲幼稚園の敷地及びＪＲ側隣接敷地とする。 
① 住所：滋賀県野洲郡野洲町大字小篠原２１４２番地 
② 敷地面積：  ３，９８７㎡及び新規追加敷地４５６㎡ 
③ 地域地区等 
   用途地域 ： 近隣商業地域 
   建蔽率  ： ８０％ 
   容積率  ： ２００％ 
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   その他  ： 防火規制 ― 指定なし。法２２条地域 
          日影規制 ― 5 時間（５ｍ）、3 時間（１０ｍ）、Ｈ＝４ｍ 
 

 ４．企画・設計の前提条件 
（１）野洲小学校 

① 既存の校舎を使用しながら、事業予定地において新校舎の建設を行い、新校舎

完成後は旧校舎の内、東棟及び体育館を残し、西棟及び本館は解体する。 
② 東棟は改装する等、必要な措置を講じて新校舎完成後も従前に劣らない状態で

引き続き使用できるようにする。 
③ 東棟の一部（約 150 ㎡程度）を学童保育に使用できるようにする。東棟の他の

部分の用途については事業予定者の提案書による。 
④ 地域住民と児童との交流の場となる「ほほえみふれあい施設」を新校舎の一部

に設置する。 
⑤ グラウンドは夜間の使用も可能にする。 
⑥ 地域への開放施設としては、夜間の利用も可能なグラウンド及び「ほほえみふ

れあい施設」とする。 
⑦ 新校舎においては、新規にオープンスクール方式を採用する。 

 （２）野洲幼稚園 
① 現施設は 2年保育対応施設であるが、これを 3年保育に対応できる施設にする。 

② 3 年保育対応施設とするにあたり、不足する施設を事業予定地において増築する。 
③ 現敷地のみでは不足するため、現敷地とＪＲ敷地との間の土地を追加して事業

予定地とする（以下「新敷地」という）。追加する土地は、町が着工までに取得

する。 
④ 既存の園舎を使用しながら増築部分を建設する。 
⑤ 増築部分完成後も、グラウンドができる限り有効に使用できるように施設配置

を行う。 
⑥ 全体を有効に活用するため、必要であれば、既存園舎の一部を解体し、増築部

分に機能を移転することも可能とする。 
⑦ 一部園舎を解体する必要がある場合は、増築部分完成後に解体するものとする。 
⑧ 施設配置計画により移設が必要な施設・遊具等については、各々の施設・遊具

の状態に応じ移設又は新設するものとする。 
⑨ 増築部分が完成後、既存の園舎を含めた施設全体及び新敷地全体の有効性が高

まるように企画・設計するものとする。 
 

５．事業者は、事業予定者の提案書に従って企画・設計を実施し、業務の進捗状況を定期

的に町に報告するものとする。 
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６．事業者は、基本設計完了時及び実施設計完了時に各々別紙２記載の設計図書を町に提

出し、町の確認を得るものとする。 
町は、当該提出書類と募集要項等又は事業予定者の提案書との間に不一致があると

認めた場合、速やかに当該不一致の箇所及びその内容を事業者に対して通知するもの

とする。この場合、事業者は自己の負担において速やかに当該不一致を是正し、町の

確認を得るものとする。 
別紙２記載の書類提出後、14 日以内に町からの書面による通知又は確認が行われな

かった場合、事業者は町による確認が行われたものとみなし、次の工程に進むことが

できるものとする。 
 
７．町は、必要と認めた場合、書面により設計の変更を要求することができるものとする。

事業者は町からの書面受領後１４日以内に検討結果を町に書面にて通知するものと

する。 
 
８．町から募集時に提示した前提条件が、事業者の責任によらず変更せざるを得なくなっ

た場合には、町は事業者に設計の変更を要求できるものとする。 
 町は当該変更要求を事業者に書面にて行い、事業者は書面受領後１４日以内に検討

結果を町に書面にて通知するものとする。 
 

９．本７及び８項の規定に基づく町の要求により設計変更が行われた場合、町は本Ⅳ１２

項の規定に従い当該変更に伴う契約金額の増減を行うと共に、本Ⅳ１１項の規定に従

い必要な工期（別紙１の日程表に規定する本施設等の建設工事着手の日から本Ⅳ１８

項に規定する建設業務ごとの町の竣工確認予定日までの期間を言う。以下同じ。）の

変更を行うものとする。 
 
１０． 事業者は町の承認を得た場合を除き、事業予定者の提案書の設計内容からの変更

はできないものとする。 
事業者が事業者の都合により、町の承認を得て設計変更を行う場合、当該変更によ

り必要となる追加費用は本Ⅳ１２項の規定に従い事業者が負担するものとする。 
 

１１． 事業者は、別紙２記載の書類（什器備品カタログを除く）について、著作権を町

に無償で譲渡するものとする。 
 
 
Ⅳ．本施設等の建設 
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１．事業者は、本Ⅲ項の規定に基づき実施した企画・設計に基づき、本施設等の建設及

び必要な什器備品の整備を行うと共に、野洲小学校及び野洲幼稚園の不要となった

施設等の解体除却並びにグラウンドを含む敷地の整備を行うものとする。 
 
２．本施設等を建設する企業（以下「建設企業」という）は、事業者から請負った建設

業務について、町の事前承認を条件として、第三者に委託又は下請させることがで

きるものとする。 
 但し、第三者に対し委託又は下請させても、当該業務に関する責任は建設企業が負

うものとする。 
 

３．事業者は事業予定者の提案書に規定の工期に基づき工事を実施するものとする。 
但し、関係諸官庁との協議又は近隣説明に起因する遅延については、別途町と協議

を行うものとする。 
 

４．事業契約に定められた本施設等の建設及び什器備品の整備の履行のために必要とな

る業務は、事業契約において町が実施することとしている業務を除き、事業者の責

任において実施するものとする。 
 
５．事業者は、建設企業に対し、関連法規を遵守させるとともに、建設工事安全工事指

針、建設工事公衆災害防止対策要綱、建設副産物適正処理推進要綱等の関連要綱、

各種基準等を参照して工事を施工させるものとする。 
 
６．事業者は、自己の責任及び費用において、騒音、悪臭、光害、粉塵発生、交通渋滞

その他、建設工事が近隣の生活環境に与える影響を勘案し、合理的に要求される範

囲の近隣対応を実施するものとする。なお、かかる近隣対応について、事業者は町

に対して、事前及び事後にその内容及び結果を報告するものとする。 
 
７．事業者は建設工事着手前に詳細工程表を含む施工計画書を作成し、別紙３に規定す

る書類と共に町に提出して承認を得るものとする。 
 
８．事業者は工事現場に工事記録を常に整備するものとする。 

 
９．事業者は着工前に次の業務を行うものとする。 
  （１）各種申請業務 

 建築確認申請等建築工事に伴う各種申請の手続を事業スケジュールに支障がな  
いように実施するものとする。 
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  （２）調査・準備等 
 着工の前に近隣地区住民との調整及び周辺影響調査を十分に行い、工事の円滑な 
進行と安全を確保するものとする。 
尚、地質調査及び文化財調査は町が実施するものとする。 
 

１０．事業者は建設期間中に次の業務を行うものとする。 
 （１）建設工事 

  事業者が作成した設計図書及び施工計画に従って工事を実施する。 
  工事施工においては以下によるものとする。 

 ① 事業者は、工事施工状況を毎月町に報告すると共に、町から要請があれば施工

の事前説明及び事後報告を行うものとする。 
  町は、事業者又は建設企業が行う工程会議に立ち会うことができるとともに、

何時でも工事現場において施工の確認をできるものとする。 
 ② 工事中の児童、園児、学校・幼稚園関係者及び近隣住民への安全対策について

は万全を期するものとする。 
  また、工事を円滑に推進できるように必要な工事状況の説明及び調整を十分行  

うものとする。 
 

（２）什器備品の設置 
① 事業予定者の提案書をもとに事業契約に規定する什器備品リストに記載されて

いる什器備品を所定の位置に搬入・設置するものとする。 
② 搬入・設置にあたっては、町と設置場所等を事前に十分協議を行い実施するも

のとする。 
 

 （３）工事監理業務 
 ① 工事監理業務は、事業者の責任において実施するものとする。 
 ②  事業者は工事監理者を設置し、工事着手前に町に通知するものとする。 
 ③  工事監理者は、工事監理の状況を町に毎月報告し、町の要請があれば、随時報

告を行うものとする。 
 ④ 町への竣工検査報告は、事業者が行うものとする。 

 
 （４）その他 

① 工事中の第三者に対する損害については事業者が責任を負うものとする。 
但し、町が責任を負うべき合理的理由がある場合はこの限りではない。 

② 事業者は建設期間中に別紙４に規定する書類を該当事項に応じて遅滞なく町に提

出するものとする。 
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③ 事業者は、事業予定地を善良な管理者としての注意義務をもって管理するものと

する。 
 
１１．工期の変更 
 （１）事業者が、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により、工期の延

長を必要とし、その旨を請求した場合、町は工期の延長を認めるものとする。 
 延長期間については、町と事業者が協議して決定するものとする。 

 （２）本Ⅲ．7 及び８項に基づき設計変更が行われた場合、工期は必要があれば町と事業

者との協議により変更されるものとする。 
 （３）本（１）及び（２）項に基づく工期の変更期間について、町と事業者との協議が整

わない場合には、町が合理的な期間を定め、事業者はこれに従うものとする。 
 

１２．設計変更及び工期の変更に伴う費用負担等 
（１）本１１（１）項に基づき工期の延長が認められた場合、当該工期の延長に伴い追

加費用の負担を事業者が請求した場合、町は追加費用を負担するものとする。 
追加費用の金額及び支払方法については町と事業者が協議して定めるものとする。 

（２）本Ⅲ．７及び８項に基づき設計変更が行われた場合、当該設計変更に伴い必要と

なる工期の変更に係わる費用の増減も含め、契約金額の変更がおこなわれるもの

とする。変更額及び変更に係る支払方法については町と事業者が協議して定める

ものとする。 
（３）本Ⅲ１０項に基づき設計変更が認められた場合、当該変更に伴う追加費用につい

ては、事業者が負担するものとする。 
（４）本（１）及び（２）項に基づき、増減される契約金額及び支払方法について、町

と事業者との協議が整わない場合には、町が合理的な金額及び方法を定め事業者

に文書にて通知し、事業者はこれに従うものとする。 
 
１３．町による本事業の実施状況の監視・監査 
（１）町は事業者が事業契約に基づき建設業務等を履行していることを確認するため、

定期的及び必要の都度、随時に監視及び監査を実施できるものとする。 
（２）事業者の建設・整備する本施設等及び什器備品の水準が募集要項等及び事業予定

者の提案書に従い事業契約に定める町の要求水準を充足しないことが判明した場

合、町は事業者に対して是正勧告を行い、是正策の速やかな提出及び実施を要求

できるものとし、事業者はこれに従わなければならない。 
（３）事業者は建設期間中、事業者が実施する本施設等の検査又は試験について、町に

対し、事前に文書にて通知するものとする。 
町は当該検査又は試験に立会うことができるものとする。 
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（４）事業者は、本（１）又は（３）項による町の監視・監査又は立会いの実施を理由

として、本施設等の建設・整備の全て又は一部につき、何ら責任を減免されない

ものとする。 
 

１４．工事の中止 
（１）町は、必要があると認める場合、その理由を添えて事業者に書面で通知すること

により、本施設等の工事の全て又は一部を中止させることができるものとする。 
（２）町は本（１）項の規定により工事の施工を一時中止させた場合、必要があれば工

期を変更するものとする。 
（３）町は、当該工事の中止が事業者の責めに帰する事由による場合を除き、事業者が

工事の再開に備え工事現場を維持し、又は作業員、建設用機械・器具等を保持す

るために必要となる費用、工事の一時中止に伴ない発生する増加費用、工事の再

開のために必要となる準備費用及び工事の一時中止により事業者が被る損害額に

ついて、事業者と協議の上それらに必要な合理的金額を負担するものとする。 
 

１５．第三者に及ぼした損害 
（１）工事の施工に際して事業者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼした

場合、事業者はその損害を賠償するものとする。 
     町の責めに帰すべき事由により発生した損害については、町が負担するものとする。 
（２）本事業の工事の施工に伴い、通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、

地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼした場合には、町はその損害を

賠償するものとする。ただし、事業者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに

より生じた損害は、事業者がその損害を賠償するものとする。 
（３）事業者は、自ら又は建設企業をして、建設期間中第三者に及ぼした損害の賠償を

賄うため、別紙５の１（２）項に規定する保険に加入するものとする。 
 

１６．不可抗力による損害 
（１）建設期間中に、不可抗力により、本施設等、仮設物又は工事現場に搬入済みの工

事材料その他建設用機械・器具等に損害が生じた場合、事業者は、当該事実の発

生後、直ちにその状況を書面にて町に報告するものとする。 
（２）本（１）項の報告を受けた場合、町は直ちに調査を実施し、損害の状況に関する

町の調査結果を事業者に書面にて通知するものとする。 
  （３）不可抗力による損害及びその復旧に係わる費用は、町が負担するものとする。 
    但し、事業者の責に帰すべき事由がある場合には、事業者が負担するものとする。 

 
１７．履行保証 
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（１）事業者は建設企業をして、建設請負金額に相当する金額の１０％の履行保証保険

の付保、又は同等の保証契約を締結せしめ、その写しを町に提出するものとする。 
（２）履行保証保険等の有効期間は、建設期間全体とする。 
 

１８．本施設等の竣工検査、竣工確認等 
 （１）竣工検査及び竣工確認は、本事業における建設業務を以下の通り３区分し、それぞ

れについて本（２）及び（３）項の規定に即して実施するものとする。ただし、そ

れらの規定のうち該当する業務内容がない部分については、これを適用しないもの

とする。 
ⅰ．施設等の建設及び什器備品の整備 
ⅱ．不要施設の解体除却 
ⅲ．グラウンドの整備 

 （２）事業者による竣工検査 
   ① 事業者は、事業者の責任及び費用において、竣工検査及び機器・器具・備品等の

試運転等を実施するものとする。 
   ② 竣工検査及び機器・器具・備品等の試運転等の実施については、それらの実施日

の 7 日前に、町に書面で通知するものとする。 
   ③ 町は事業者が実施する竣工検査及び機器・器具・備品等の試運転等に立会うもの

とする。 
   ④ 事業者は、町に対して竣工検査及び機器・器具・備品等の試運転等の結果を検査

済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告するものとする。  
 

 （３）町による竣工確認等 
   町は、事業者による本（２）項の竣工検査及び機器・器具・備品等の試運転等の終

了後、本施設等及び什器備品について以下の方法により竣工確認を実施する。 
    ① 町は建設企業及び工事監理者の立会いの下で、竣工確認を実施する。 
    ② 竣工確認は、町が確認した別紙２の設計図書との照合により実施する。 
    ③ 事業者は、機器・器具・備品等の取扱いに関する町への説明を、本（２）項の

試運転とは別に実施するものとする。 
 
 （４）町による竣工確認の通知 
   ① 町は下記項目の完了後、事業者に速やかに竣工確認書を交付するものとする。 
    ⅰ．町が本（３）項に基づく竣工確認を実施する。 

ⅱ．事業者が別紙６に規定する竣工図書を町に提出する。 
   ② 本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転は、本施設等の建設について、

本①項に規定する竣工確認書が事業者に交付されない限り実施されないものとす
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る。 
 

 （５）事業者は、別紙６記載の書類（什器備品カタログを除く）について、町に対して著

作権及び著作者人格権が行使されないよう措置するものとする。 
 
１９．維持管理体制の整備及び確認 
 （１）事業者による維持管理体制整備 
   ① 事業者は維持管理業務開始日までに、事業者の責任と費用負担において、本施設

等の維持管理に必要な能力を有する要員及び資機材を確保するものとする。 
   ② 事業者は本①項に規定する要員及び資機材を確保し、且つ、本Ⅵ５項に規定する

維持管理仕様書に従い本施設等を維持管理することが可能となった時点で、町に

対し書面にて通知を行うものとする。 
 

 （２）町による維持管理体制の確認 
① 町は、本施設等の譲渡・所有権移転前に、本（１）項に規定する事業者の維持管

理体制の確認を行うものとする。 
② 町は、下記２項目の完了後、事業者に速やかに維持管理体制確認書を交付するも

のとする。 
ⅰ．町は、事業者が提出した維持管理体制に関する資料を検討して、維持管理

体制の整備を確認する。 
ⅱ．事業者が「事業予定者の提案書」において保険加入を提案した場合には、事

業者が別紙５第 2 項に規定する保険に加入し、その保険証券の写しを町に提

出する。 
③ 本②項に規定する維持管理体制確認書が事業者に交付されない限り本施設等の

譲渡・所有権移転は行われず、維持管理業務も開始されないものとする。 
 

 ２０．瑕疵担保 
（１）町は、本施設等及び什器備品に瑕疵が有るときは、事業者に対して相当の期間

を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害

の賠償を請求することができるものとする。 
（２）但し、瑕疵が重要ではなく、且つ、その修補に多大の費用を要するときは、町

は修補を要求することができないものとする。 
（３）本（１）項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、構造に係わる瑕疵

については、本Ⅴ１項に規定する本施設等の町への譲渡・所有権移転から 20 年

以内、それ以外の瑕疵については 10 年以内に行わなければならない。ただし、

什器備品については１年以内とする。 
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（４）町は本施設等及び什器備品が本（１）項に規定する瑕疵により滅失又は毀損し

たときは、本（３）項に規定する期間内で、且つ、その滅失又は毀損の発生か

ら 6 ヶ月以内に本（１）項に規定する権利を行使しなければならない。 
（５）事業者は本項に基づく瑕疵担保の修補及び損害の賠償を町に対し確実に実行で

きるように建設企業から保証を取り付ける等、瑕疵担保責任を履行できる態勢

を整備しておくものとする。 
 
２１．解体除却等 
（１）事業者は、本Ⅲ項の規定により実施した企画・設計に基づき、野洲小学校及び野

洲幼稚園の不要となった施設の解体除却及び不要となった什器備品の廃棄（以下

「解体除却等」という）を、事業者の責任及び費用負担において実施するものと

する。 
（２）解体除却等については、事業契約に特段の定めのない限り本Ⅳ項の規定を準用す

る。ただし、１項、１０（２）項及び１９項を除く。また、別紙６の提出書類に

ついては、関連のあるものに限ることとする。 
（３）解体除却等は、施設等の建設に係る町の竣工確認後速やかに行うものとする。た

だし、本施設等の建設のため先行して解体撤去する必要があるものについてはこ

の限りでない。 
（４）町による解体除却等竣工確認後、事業者は、町の委任を受け速やかに建物の滅失

登記又は変更登記を行うものとする。町は、登記に係る合理的な費用を負担する

ものとする。 
 
２２．グラウンド整備 
（１）事業者は、町の解体除却等竣工確認後、速やかにグラウンドの整備を完了させ、

町のグラウンド竣工確認を得るものとする。 
（２）事業者の責めに帰すべき事由により、町によるグラウンド竣工確認が、別紙１の

日程表に規定する町のグラウンド竣工確認予定日より遅延した場合には、事業者

は、施設整備費用相当額に対し、遅延日数（本Ⅴ４項に規定する譲渡・所有権移

転に係る遅延日数を控除したもの）に応じ年 8.25％の割合で計算した遅延損害金

を町に支払うものとする。 
 
 

Ⅴ．本施設等の町への譲渡・所有権移転 
 
１．事業者は本Ⅳ１８（４）項に規定する本施設等の建設に係る町の竣工確認書を得た

上で、譲渡・所有権移転予定日に本施設等及び什器備品を町に譲渡・所有権移転す

 13



るものとする。 
２．本Ⅴ項による譲渡・所有権移転は、グラウンド関連付帯設備を除く本施設等につい

ておこなわれるものとする。譲渡・所有権移転以降に解体、グラウンド整備及びグ

ラウンド関連付帯設備工事が実施がされても譲渡・所有権移転には何らの影響も及

ぼさぬものとする。 
３．譲渡・所有権移転予定日は、本Ⅳ１１項に規定する工期の延長が認められた場合、

認められた工期の延長日数と同日数延長されるものとする。 
４．事業者は別紙７に規定する「本施設等の譲渡・所有権移転方法及び移転手続き」に

従い、本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転手続きを行うものとする。 
５．事業者は事業者の責めに帰すべき事由により、譲渡・所有権移転予定日に譲渡・所

有権移転ができない場合、事業者は施設整備費用相当額に対し、遅延日数に年 8.25％

の割合で計算した遅延損害金を町に支払うものとする。 
６．事業者は、町から委任を受け、譲渡・所有権移転後速やかに町名義での建物の表示

登記及び保存登記又は変更登記を行うものとする。 
７．町は登記に係る合理的な費用を負担するものとする。 

 
 

Ⅵ．本施設等の維持管理 
 
 １．事業者は、本事業の目的である本施設等が小学校及び幼稚園としての機能を十分発

揮できるようにすると共に、合理的な耐用年数の期間中本施設等が良好な状態に維持

できるように、維持管理業務期間中、事業者の責任及び費用負担において建物・建築

設備等の点検・保守・修理・交換・清掃等を行うものとする。 
 

２．事業者は、維持管理業務の全部又は一部を第三者に委託又は請け負わせることがで

きる。この場合には、事業者は事前に町に届け出るものとする。また、受託又は請け

負った第三者が行った行為は事業者が行ったものとみなす。 
 
３．維持管理業務の種別 

維持管理業務の種別は、以下のとおりとする。 
 （１）建物保守管理業務 
 （２）設備等保守管理業務 
 （３）修繕・更新業務 
 （４）清掃業務 
 （５）警備業務 
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４．業務の範囲 
事業者が行う維持管理業務の範囲については、事業予定者の提案に基づき事業契約

に定めるものとする。 
 

５．維持管理業務に関わる仕様書等 
（１）維持管理業務に関わる仕様書の内容については、事業予定者の提案書に基づくも

のとする。 
（２）事業者は、維持管理業務の開始に先立ち、町と協議の上、業務範囲、実施方法、

町による履行確認手続等を明確にした維持管理業務仕様書を作成するものとする。 
（３）維持管理業務仕様書は、合理的な理由に基づき町又は事業者が請求し双方が合意

したときに限り、その内容を変更することができるものとする。 
 

６．維持管理計画及び業務計画 
 （１）事業者は、野洲小学校及び野洲幼稚園それぞれについて維持管理業務仕様書に基

づき維持管理計画及び業務種別毎の業務計画を作成し、維持管理業務開始日まで

に、及びそれ以後は毎事業年度の開始前に、町の承認を得た上で、維持管理業務

を実施するものとする。 
 （２）事業者は、維持管理計画又は業務計画を変更しようとする場合には、あらかじめ

町の承認を得なければならない。 
 （３）町が事業年度の途中で維持管理計画又は業務計画の変更を求めた場合には、事業

者は、当該変更が維持管理体制又は維持管理費用から見て実施困難と認められる

ときは、その理由を町に通知して協議するものとし、それ以外の場合には所要の

変更を行うものとする。 
 

７．業務遂行上の留意点 
 （１）小学校及び幼稚園における良好な教育環境を損なわないよう、作業時間、作業時

期、作業方法等につき、町と十分に協議・調整すること。 
 （２）省資源・省エネルギーに努めること。 
 （３）廃棄物の抑制に努めること。 
 （４）ライフサイクルコストの削減に努めること。 
 （５）児童、園児、保護者並びに学校及び幼稚園側関係者が常に快適に過ごせる環       

境を保つこと。 
 （６）維持管理業務に事業者の創意工夫を生かし、質の高い効率的な管理を行うこと。 
 
８．建物保守管理業務 

業務の内容等は、事業予定者の提案書に基づき、事業契約において規定するものとす
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る。 
 

９．設備等保守管理業務 
業務の内容等は、事業予定者の提案書に基づき、事業契約において規定するものとす

る。 
 

１０．修繕・更新業務（建物及び設備） 
 （１）長期修繕計画は、事業予定者の提案書に基づき事業契約の一部として規定するも

のとする。 
 （２）修繕・更新は事業契約に規定する長期修繕計画に基づき実施することを原則とす

る。 
 （３）修繕・更新業務実施上の留意事項 

① 点検等により不備な個所が発見され緊急に修繕・更新が必要と判断された場合に

は、事業契約に基づき直ちに適切に対処できるようにすること。 
 ② 事業期間終了に際しては、本施設等を継続使用する上で良好な状態にして町に

維持管理業務を引き継ぐこと。 
（４）修繕・更新により竣工図書を修正する必要が生じた場合には、事業者は遅滞なく

必要な修正を行うものとする。 
 

１１．清掃業務 
 （１）清掃業務の範囲・内容 

事業予定者の提案書に基づき事業契約に規定するものとする。 
 （２）事業者は、施設の利用に支障を与えないように、効率的に実施するものとする。  
 （３）清掃業務における遵守事項 

① 事業者は、本６項により清掃業務計画を作成するに当たっては、町と十分協議

し、業務の実施が施設の利用に支障を与えないよう充分配慮するものとする。 
② 事業者は、作業にあたり設備・什器備品等を損傷しないよう細心の注意を払う

ものとする。万一器物等を損壊した場合には、事業者は町に速やかに連絡し、

その指示に従い事業者の負担で原状回復するものとする。 
③ 事業者は、廃棄物を町の基準に従って分別し、所定の場所に収集・集積するも

のとする。 
④ 清掃業務に必要な洗剤、ワックス及び清掃器具については、事業者の費用負担

とする。 
 

１２．警備業務 
機械警備を標準とし、異常の発生に際して事業者は速やかに現場に急行して、状況の
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確認、関係者への通報連絡等を行えるようにするものとする。 
具体的な業務の内容等は事業予定者の提案書に基づき事業契約に規定するものとす

る。 
 
１３．維持管理業務細則 
（１）作業従事者 

維持管理業務にあたる作業従事者に関しては以下の点を遵守するものとする。 
① 事業者は、維持管理業務にあたっては、適切で丁寧な作業を実施できるよう、

業務遂行に最適と思われる作業従事者を選定すること。 
② 事業者は、資格が必要な作業には、有資格者を選定し事前に町にその氏名及び

資格を通知すること。 
③ 事業者は、作業従事者が学校及び幼稚園の施設利用者及び来訪者に対して不快

感を与えないような服装・態度で接するよう十分指導監督すること。 
④ 事業者は、作業にあたっては、利用者等の注意喚起のため、作業の内容を明示

した看板を要所に表示し、作業従事者は、作業服の胸に名札を付けること。 
（２） 報告等 

① 事業者は、各業務の責任者をして、学校及び幼稚園側責任者の確認を経て町に

事前及び事後の報告を実施させること。 
② 協議が必要と判断される事項については、事業者は事前に町に協議すること。 

 ③ 事業者は、各業務の記録を保管し、町の求めに応じて速やかに提出できるよう

にしておくこと。 
（３） 関係諸機関への届出・報告 

事業者は、各業務の責任者をして、必要に応じて関係官庁等への報告・届出を実

施させるとともに、緊急時の関連機関への連絡等を行わせるものとする。 
（４） 作業中の事故 

事業者は、各業務の責任者をして、業務に必要な諸法規を守り事故防止に万全を

期し、万一事故により器物の損傷、作業従事者又は利用者等への被害が生じた場

合は、適切で迅速な対応を取らせるものとする。 
 

１４．第三者に及ぼした損害 
維持管理業務の遂行中、事業者の責に帰すべき事由により第三者に損害を及ぼし

た場合、事業者はその損害を賠償するものとする。 
事業予定者が第三者賠償責任保険への加入を提案において表明した場合には、維

持管理業務期間中、別紙５に定める保険に加入するものとする。 
 
１５．異状発生時の対応 
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事業者は、設備の異常等の理由で学校・幼稚園又は町の担当者から要請を受けた

場合には、関連業務の責任者又は作業従事者をして、業務計画外であっても速や

かに現場に急行させ、異常個所の修理復旧等の対策を講じさせること。 
この場合の増加費用は、町の負担とするが、施設等の瑕疵、保守点検の不良等事

業者の責に帰すべき事由がある場合には、事業者が負担するものとする。 
 

 １６．町による維持管理業務の実施状況の監視・監査 
（１）町は事業契約に基づき維持管理業務を遂行していることを確認するため、監視・

監査を次の通り行うものとする。 
① 町は、本１３（２）①項による報告をもとに、事業者の業務遂行状況を確認

するものとする。 
② 前①項の規定によるほか、町は事業者が実施する維持管理業務につき、定期

的及び必要の都度、随時に監視及び監査を実施できるものとする。 
（２）前（１）項による町の確認、監視等の結果、事業者の提供する維持管理の水準が

募集要項等及び事業予定者の提案書に従い事業契約に定める町の要求水準を充足

しないことが判明した場合、町は事業者に対して是正勧告を行い、事業者は是正

策を速やかに提出し実施するものとする。 
 

１７．業務報告書 
事業者は、別紙８により業務報告書を定期的に作成し、遅滞なく町に提出するも

のとする。業務報告書は、各支払期間（別紙９によるサービス購入費の支払対象と

なる単位期間をいう。以下同じ）について少なくとも１回、当該支払期間末日から

１４日以内に、当該支払期間における業務実施状況、問題の発生状況、町から勧告、

指示、要求等のあった事項、それらへの対応状況等を具体的に記載して、町に提出

するものとする。 
 
 

 Ⅶ．町からのサービス購入費の支払い 
 
１．町から事業者への支払いについては、「施設整備費用」及び「維持管理費用」の２種

類とする。 
 

２．施設整備費用 
（１）町は、別紙９に定める時期及び金額により、施設整備費用を事業者に支払うもの

とする。 
（２）本施設等の建設整備について、国庫補助金が得られることとなった場合には、前
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項の規定にかかわらず、町は、当該補助金等を補助金受領後の直近支払時に事業

者に一括払いするとともに、町と事業者は、協議の上、施設整備費用の残金及び

当該残金部分に係る利息相当分並びに事業者の融資契約変更手数料を調整して、

当該支払時以降の支払額を定めるものとする。 
（３）本施設等の建設整備について、事業者が政策金融による低利融資を得られること

となった場合には、事業者は速やかに町に通知し、町及び事業者は協議により、

当該融資による事業者の利息負担の軽減を町の施設整備費用支払額に反映させ、

新たな支払額を定めるものとする。 
 

３．維持管理費用 
（１）町は、別紙９に定める時期及び金額により、維持管理費用を事業者に支払うもの

とする。 
（２）町は、本Ⅵ１６項による事業者の維持管理業務の実施状況の監視・監査及び本Ⅵ

１７項による業務報告書によって、事業者の維持管理業務の水準が不適切である

と認められた場合には、事業者にあらかじめ通知した上で、別紙１０に定めると

ころにより、前項の支払を減額し、又は、停止することができる。 
（３）維持管理費用の支払額は、物価変動の状況を反映させるため、別紙９に定める方

法により、維持管理業務期間中将来に向かって変更するものとする。 
 

４．サービス購入費の支払中止 
町は、事業者が事業契約に規定する業務の一部を履行しなかった場合又は履行しな

いこととなった場合にはには、事業者にあらかじめ通知して、当該部分に対応する

支払を行わないものとする。 
 

５．サービス購入費の返還 
（１）本Ⅵ１７項に規定する業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合で、当

該虚偽記載がなければ町が別紙１０によりサービス購入費を減額し得たときは、

事業者は当該減額金額の２倍の金額を町に返還するものとする。 
（２）業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合で、当該虚偽記載がなければ

町が別紙１０によりサービス購入費の支払停止を行うことができたときは、事業

者は当該維持管理費用全額を町に返還しなければならない。この場合にあっては、

別紙１０第５項の規定による翌期の加算は行わないものとする。 
（３）本（１）及び（２）項の場合においては、事業者は、当該金額に係る町の支払日

から事業者の返還日までの日数に応じ、当該金額について年 8.25％の率で計算し

た利息を町に支払うものとする。 
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Ⅷ．契約期間及び契約の終了 
 
 １．契約期間 

事業契約は契約締結日から効力を生じ、維持管理業務開始日から 20 年間の維持

管理業務期間の満了日をもって終了するものとする。 
 

 ２．契約終了時の措置 
（１）事業者は契約終了にあたっては、町が本施設等を継続して使用できるように、

町に対し、維持管理に必要な事項を説明すると共に、維持管理のために必要な

操作マニュアル、申し送り事項、その他の必要な資料を事業者の費用負担によ

り提供するものとする。また、引継ぎに必要な協力を行うものとする。 
（２）事業者は、前項の資料について著作権を町に無償で譲渡するとともに、町に対

して著作者人格権が行使されないよう措置するものとする。 
（３）事業者は維持管理業務期間満了に際しては、本施設等について町が継続使用す

るために社会通念上期待される良好な水準を確保するものとする。 
（４）町は、契約終了前に本施設等の状態を検査し、前項の水準を満たすことを確認

する。前項の水準を満たさないと客観的に認められる部分については、事業者

は速やかに補修し、再度町の検査を受けるものとする。 
（５）最終回の支払は、前項に規定する町の確認の後に行われるものとする。 

 
 ３．事業者の債務不履行による契約の早期終了 

（１）本施設等の町への譲渡・所有権移転前において、以下の事由が発生した場合に

は、町は事業者に対し、書面による通知の上で、事業契約の全部を終了させる

ことができるものとする。 
① 事業者が、設計又は建設工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は建設工事

に着手せず、相当の期間を定めて催告しても当該遅延について、町が満足す

べき合理的な説明が事業者から無いとき。 
    ② 事業者の責めに帰すべき事由により、譲渡・所有権移転予定日から 30 日が経

過しても本施設等の譲渡・所有権移転ができないとき、又はその見込みが無

いことが明らかに認められるとき。 
    ③ 事業者が事業契約に違反し、その違反により事業契約の目的を達成すること

が困難であると認められるとき。 
 

（２）本施設等の町への譲渡・所有権移転後において、別紙１０の規定に基づき、事

業者の責に帰すべき事由により事業契約に規定する内容にて本施設等が維持管
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理されない場合、町は事業者に対し、書面による通知の上で、維持管理費用の

減額及び支払停止を行うものとする。 
また、以下の事由が発生した場合には、町は事業者に対し、書面による通知の

上で、事業契約に基づく｢維持管理費用｣に相当する支払を相当期間を定めて一

時停止する。 
当該相当期間内に当該事項が是正されない場合は、事業者に対し書面による通

知の上で、事業契約の全てを終了させることができるものとする。 
① 事業者の責めに帰すべき事由により、連続して３０日以上又は直近１年間に

おいて６０日以上、本施設等の維持管理において事業契約に定める水準が確

保されないとき。 
② 事業者の責めに帰すべき事由により、事業契約の履行が困難となったとき。 
③ 事業者が事業契約に違反し、その違反により事業契約の目的が達成困難であ

ると認められるとき。 
 

（３）本施設等の町への譲渡・所有権移転の前後を問わず、以下の事由が発生した場

合には、町は事業者に対して書面による通知の上で、事業契約の全部を終了さ

せることができるものとする。 
① 事業者が、事業を放棄し、３０日間以上にわたり、その状態が継続したとき。 

        ② 事業者が、破産、会社更生、民事再生、会社整理、又は特別清算等の手続き

について事業者の取締役会において申立の決議がなされ、又は第三者（事業

者の取締役を含む）によりその申立がなされたことにより、事業契約に基づ

く事業の継続が困難となったとき。 
        ③ 事業者の財政状態が著しく悪化し、事業契約に基づく事業の継続が困難と合

理的に判断されるとき。 
        ④ 事業者が町に提出する書類に著しい虚偽記載を行ったとき。 
 

（４）損害賠償等 
① 本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転前に事業者の責めに帰すべ

き事由により事業契約が解除された場合には、次の措置を講じるものとする。 
  ⅰ．事業者は、町に対し、施設整備費用相当額の１０％に相当する額を違約金

として支払うものとする。これにより回復されない損害がある場合には、そ

の部分について事業者は町に対し損害賠償するものとする。 
  ⅱ．本施設等の建設・整備が進行しており、当該出来形部分を町が契約解除の

後に利用する場合には、町は当該出来形部分を買い受けることができるもの

とする。 
        買受金額については、町と事業者が協議の上、決定するものとする。 
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  町は、当該買受金額を、事業契約に規定された支払スケジュールの施設整

備費用部分の金額を調整して、当該スケジュールにより支払うものとする。 
 事業者が本ｉ項の違約金又は損害賠償（以下本項において「違約金等」と

いう）を支払わない場合、町は違約金等相当額の買受金額の支払を差し止め

るものとする。 
  ⅲ．町が本施設等の敷地を原状回復することが妥当と判断し、事業者に書面に

て通知した場合、事業者は本敷地を速やかに原状回復の上、町に引き渡すも

のとする。 
 

② 本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転後に事業者の責めに帰すべ

き事由により事業契約が解除された場合には、次の措置を講じるものとする。 
ⅰ．町は事業者への支払の内、施設整備費用の契約解除時点における未払残額

（グラウンド整備等竣工していない部分がある場合には、当該部分に係る金

額を控除するものとする。以下同じ。）を契約解除前のスケジュールにて支

払うものとする。 
ⅱ．町は、契約解除日までに履行された維持管理業務に相当する維持管理費用

のうち未払の部分を、本Ⅶ３項に定める減額等を行った上で支払うものとす

る。 
ⅳ．事業者は違約金として、維持管理費用に相当する支払部分の１年間の支払

予定金額の２０％相当額を違約金として町に支払うものとする。これにより

回復されない損害がある場合には、その部分について事業者は町に対し損害

賠償するものとする。 
事業者が違約金又は損害賠償（以下本項において「違約金等」という）を支

払わない場合、町は本ⅰ項及びⅱ項による支払額から、違約金等相当額を減

額して支払うものとする。事業者の違約金等支払い確認後、当該支払留保額

を事業者に支払うものとする。 
 
４．町の債務不履行 
 （１）町が事業契約に基づく支払いを遅延した場合、支払われるべき金額につき、支

払期日の翌日から支払った日までの遅延日数に応じ、年 8.25％の割合で計算し

た額を、事業者に対し遅延損害金として支払うものとする。 
  （２） 町が事業契約の重要な義務に違反し、かつ、事業者の書面による通知の後、６

０日以内に当該違反が是正されない場合、事業者は町に対し書面による通知の

後、事業契約を解除することができるものとする。 
  （３）本（２）項により、事業者が事業契約を解除した場合において、本施設等及び

什器備品の町への譲渡・所有権移転前であって本施設等の出来形部分があると

 22



きは、町は、当該部分を買い受けることができるものとする。買受金額につい

ては、町と事業者が協議の上、決定するものとする。 
買受金額は事業契約に規定された支払スケジュールの施設整備費用部分の金額

を調整して、当該スケジュールに従い支払うものとする。 
本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転後であるときは、町は施設整

備費用の契約解除時点における未払残額を、事業契約に定める支払いスケジュ

ールにて支払うものとする。 
  （４）本（２）項により、事業者が事業契約を解除した場合、町は当該早期契約終了

により事業者が蒙った損害を賠償するものとする。 
 

 ５．町による任意の契約解除 
  （１）町は事業者に対し、180 日以上前に書面にて通知を行うことにより、特段の理由

を付すことなく契約を解除することができるものとする。 
  （２）本（１）項により契約解除がおこなわれた場合において、本施設等及び什器備

品の町への譲渡・所有権移転前であって本施設等の出来形部分があるときは、

町は、当該部分を買い受けることができるものとする。買受金額については、

町と事業者が協議の上、決定するものとする。 
買受金額は事業契約に規定された支払スケジュールの施設整備費用部分の金額

を調整して、当該スケジュールに従い支払うものとする。 
本施設等及び什器備品の町への譲渡・所有権移転後であるときは、町は施設整

備費用の契約解除時点における未払残額を事業契約に定める支払いスケジュー

ルにて支払うものとする。 
  （３）本（１）項により契約解除がおこなわれた場合、町は当該早期契約終了により

事業者が蒙った損害を賠償するものとする。 
 

６．町又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場

合 
事業契約の締結日以降における法令変更又は不可抗力により事業の継続が不可能と

なった場合、又は事業契約の履行のために多大の費用を要する場合は、それぞれⅨ項

又はⅩ項の規定に基づき事業契約は終了するものとする。 
 
７．事業契約が解除された場合で、事業者の責めに帰すべき事由により本施設等及び什器

備品が損傷又は紛失しているときは、事業者は町に対し、必要な修復費用の支払及び

損害賠償を行うものとする。 
 
 

 23



Ⅸ．法令変更 
 １．事業契約の締結日以降に、法令が変更されたことにより、本施設等及び什器備品が

設計図書に従い建設若しくは整備できなくなった場合、又は本施設等及び什器備品が

事業契約及び維持管理仕様書で提示された条件に従って維持管理できなくなった場

合、事業者はその詳細内容を書面にて直ちに町に通知するものとする。 
 

 ２．町及び事業者は、本 1 項の通知時点以降、事業契約に基づく各々の義務が適用法令

に違反する場合、履行時において法令違反に該当する契約上の義務は、履行義務を免

れるものとする。 
但し、町又は事業者は法令変更により相手方に生ずる損害を最小限にするよう努力

するものとする。 
 

 ３．町が事業者より本 1 項に規定する通知を受領した場合、事業契約に特段の定めがあ

る場合を除き、町及び事業者は、当該法令変更に対応するために、速やかに事業契約、

本施設等及び什器備品の設計、建設、維持管理等の変更並びに追加費用の負担につき

協議するものとする。 
 

 ４．本 3 項に規定する協議に拘わらず、法令変更の公布日から 120 日以内に事業契約等

の変更及び追加費用の負担に関する合意が成立しない場合、町が法令変更に対する対

応方法を事業者に書面にて通知し、事業者はそれに従い本事業を継続するものとする。 
なお、この場合の追加費用の負担は、別紙１１に規定する負担割合によるものとす

る。 
 

 ５．事業契約の締結日以降に、法令が変更されたことにより、本施設等及び什器備品の建

設、整備又は維持管理に要する費用が減少することとなった場合、町及び事業者は、

速やかに事業契約、本施設等及び什器備品の設計、建設、維持管理並びにサービス購

入費の変更につき協議するものとする。この場合においては、サービス購入費の減額

について別紙１１を準用し同様の区分及び割合によるものとする。 
 
 ６．契約の終了 

（１）事業契約の締結日以降、法令変更により、町が本事業の継続が困難と判断した

場合、又は事業契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、町は、

事業者と協議の上、事業契約を終了することができるものとする。 
 

  （２）本（１）項の規定に基づき事業契約が終了する場合で、本施設等及び什器備品

の町への譲渡・所有権移転後であるときは、町は事業契約に規定する施設整備
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費用部分の支払いについては、契約解除前の支払いスケジュールにて実施する

ものとする。 
町は、契約解除日までに履行された維持管理業務に相当する維持管理費用のう

ち未払の部分を、本Ⅶ３項に定める減額等を行った上で支払うものとする。 
 

 （３）本（１）項の規定に基づき事業契約が終了する場合で、本施設等及び什器備品

の町への譲渡・所有権移転前であるときは、町は出来形部分を検査の上、買い

取るものとする。 
     町は出来形部分に係る施設整備費用相当分を、買受金額として支払うものとす

る。買受金額は事業契約に規定された支払スケジュールの施設整備費用部分の

金額を調整して、当該スケジュールに従い支払うものとする。 
 
 
Ⅹ．不可抗力 
１．事業契約の締結日以降に不可抗力により、本施設等及び什器備品が設計図書に従い建

設若しくは整備できなくなった場合、本施設等が事業契約に従い維持管理できなくな

った場合、又は本施設等及び什器備品が滅失又は毀損した場合、事業者は詳細内容を

書面にて直ちに町に通知するものとする。 
 
２．町及び事業者は本１項の通知時点以降、事業契約に基づく各々の義務が不可抗力によ

り履行不能となった場合、当該義務の履行を免れるものとする。 
但し、町又は事業者は不可抗力により相手方に生ずる損害を最小限にするよう努力す

るものとする。 
 
３．町が事業者から本１項に規定する通知を受領した場合、事業契約に特段の定めがある

場合を除き、町及び事業者は、当該不可抗力に対応するために速やかに対応策及び追

加費用の負担につき協議するものとする。 
 

４．本３項に基づく協議にも拘らず、不可抗力の発生日から 60 日以内に対応策及び追加

費用の負担に関する合意が成立しない場合、町が不可抗力に対する対応方法を事業者

に書面にて通知し、事業者はこれに従い本事業を継続するものとする。 
なお、この場合の追加費用の負担は別紙１２に規定する負担割合に基づくものとする。 

 
 ５．不可抗力により事業契約の全部若しくは一部が履行不能となった場合、又は不可抗

力により本施設等への重大な損害が発生した場合、事業者は当該不可抗力の影響を早

期に除去すべく対応するものとする。 
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 ６．契約の終了 
  （１）本３項に規定する協議に拘わらず、不可抗力発生日より 60 日以内に対応策及び

追加費用の負担に関する合意が成立しない場合、又は事業契約の履行に多大の

費用を要すると判断される場合、本４項の規定に拘わらず、町は事業者へ書面

にて通知することにより、事業契約を解除することができるものとする。 
事業者は町が本４項に基づく通知を行わない場合、町に書面にて通知すること

により、事業契約を解除することができるものとする。 
 

  （２）本（１）項に基づく契約解除において、本施設等及び什器備品の町への譲渡・

所有権移転後であるときは、町は、施設整備費用を契約解除前の支払スケジュ

ールにより支払うものとする。 
町は、契約解除日までに履行された維持管理業務に相当する維持管理費用のう

ち未払の部分を、本Ⅶ３項に定める減額等を行った上で支払うものとする。 
 

  （３）本（１）項に基づく契約解除において、本施設等及び什器備品の町への譲渡・

所有権移転前であるときは、町は出来形部分を検査の上、これを買い受けるも

のとする。町は買受金額を事業契約に規定された支払スケジュールの施設整備

費用部分の金額を調整して、当該スケジュールに従い支払うものとする。 
 
 
ⅩⅠ．その他 
 １．公租公課の負担 

本事業に関連して生ずる公租公課は、事業契約に特段の定めがあるものを除き、

全て事業者が負担するものとする。 
但し、事業契約締結日以降、町及び事業者が予測不可能であると認める新たな公

租公課の負担が事業者に発生した場合には、その負担について、事業者は町と協議

できるものとする。 
また、消費税の税率が変更された場合には、町と事業者の協議により、それに対

応する契約金額の変更を行うものとする。 
 

 ２．契約上の地位の譲渡 
町の事前の承諾がある場合を除き、事業者は事業契約上の地位及び権利義務を第

三者に譲渡、担保提供、又はその他の処分を行うことはできないものとする。 
事業者は、建設中又は整備中の物件及び資材並びに本施設等について担保に提供

することはできないものとする。 
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 ３．財務書類の提出 

事業者は、事業期間の終了に至るまで、各事業年度の最終日より 3 ヶ月以内に、

公認会計士の監査済財務書類を町に提出すると共に、町に対して監査報告を行うも

のとする。 
なお、町は当該監査報告を公開することができるものとする。 

 
 ４．秘密保持 

（１）町及び事業者は、本事業において知り得た相手方の秘密及び本事業に関して知り

得た個人情報の内容を自己の役員及び従業員、自己の代理人・コンサルタント、

又は出資者以外の第三者に漏らしてはならない。また、本事業契約の履行以外の

目的に使用してはならない。 
但し、本事業において知り得る前に、既に知っていたもの、公知であったもの、

本事業において知り得た後に自らの責めによらず公知となったもの及び本事業に

おいて知り得た後に正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せら

れることなしに取得したものについては、秘密保持義務の対象から除くものとす

る。法令により開示が要求される場合もまた同様とする。 
（２）事業者は、委託、請負、再委託又は下請により業務を実施する者に対し、前項の

事業者の秘密保持義務と同等の義務を負わせるものとする。 
 

 ５．知的所有権 
（１）事業者は、特許権等の知的所有権の対象となっている技術等を使用するときは、

それに関する一切の責任を負うものとする。 
（２）事業者は、町が本施設等及び什器備品の所有、運営及び維持管理業務期間後の維

持管理をする場合に、知的所有権に係る問題が生じないよう必要な措置を講じる

ものとする。 
 
６．緊急時の直接連絡 
（１）事業期間中、災害、事故等の緊急事態が生じた場合、町は必要に応じ、本Ⅱ２（４）

項に規定する業務分担表に記載されている担当会社に直接連絡し、業務上の対応

を求めることができるものとする。 
（２）前項の場合には、町が担当会社へ行った連絡は事業者への連絡とみなし、その効

果は事業者に生じたものとみなすものとする。 
 
 ７．準拠法 
   事業契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈されるものとする。 
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 ８．管轄裁判所 
   事業契約に関する紛争は、大津地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 
 
９．解釈 
（１）事業契約に定めのない事項又は事業契約の規定に疑義が生じた場合、必要の都度

町及び事業者は誠実に協議して定めるものとする。 
（２）事業契約、募集要項等及び事業予定者提案に齟齬がある場合、事業契約、事業予

定者提案、募集要項等の順に規定が優先するものとする。 
 
１０．契約の変更 

事業契約の内容の一部変更は、当該変更内容につき事前に町と事業者が協議の上、

別途、変更契約を締結することによってのみこれを行うことができるものとする。 
 

 １１．雑則 
  （１）事業契約に定める請求、通知、報告、申し出、承諾、勧告、指導、催告、要請

及び契約終了告知ないし解約は、相手方に対し、書面を以って行うものとする。 
  （２）事業契約の履行において町及び事業者間にて用いる計量単位は、特別の定めが

ある場合を除き、計量法（平成 4 年法律第５１号）に定める単位によるものと

する。 
  （３）事業契約上の期間の定めは、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法の規定に

よるものとする。 
  （４）事業者が町に対して損害金、違約金等の支払義務があるときには、町はこれら

を事業契約に基づく町からの支払金額から控除することができるものとする。 
  （５）事業者は、町から提供された本事業に関する資料等を善良な管理者の注意をも

って管理、保管するものとする。事業者は、当該資料等を本事業以外の用途に

使用することはできないものとする。 
 
 １２．事業予定者との基本協定 

事業者との事業契約の締結に先立ち、町及び事業予定者は概ね以下の事項に関す

る基本協定を締結するものとする。 
ⅰ． 事業者となるべき特定目的会社の設立 
ⅱ． 事業予定者の出資及び株式処分の制限 
ⅲ．事業契約が不調となった場合の処理 
 

 １３．出資者の株式処分等 
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（１）事業者の出資者はグループ代表企業を含め、グループ構成員のみとし、グループ

代表企業の出資比率は事業期間を通じて常に最大に保つものとする。但し、止む

を得ない事情が生じた場合には、町と協議を行うものとする。 
（２）出資者による事業者の株式の譲渡、担保権等の権利の設定、その他の処分行為、

並びに事業者による株式、転換社債及び新株引受権付社債の発行等については、

町の事前の承認を条件とする。 
 
 １４．融資団との協議 
   町は、本事業のために、事業者に対して融資する融資団と協議できるものとする。 
   かかる協議においては概ね以下の事項を定めるものとする。 
  （１）町が事業契約を終了させる際の融資団への通知に関する事項 
  （２）事業者が事業契約に関する権利又は義務を融資団又はその指定する第三者へ譲

渡し、又は担保提供する場合の町の承諾に関する事項 
  （３）融資団が事業者から譲渡等を受けた権利を実行する際の町との協議に関する事

項 
 

以上 
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別紙１ 日程表 
 

 
事業予定者の提案書を基本として、町と事業者との協議により定める。 
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別紙２  設計に関する提出書類 
 
１．基本設計 

 
（１）設計図        ：  2 部 
 
（２）構造計算資料    ：  2 部 
 
（３）什器備品リスト    ：  2 部 
 
（４）什器備品カタログ  ：  2 部 
 

２．実施設計 
 

（１）設計図             ：      2 部 
 
（２）工事費内訳書       ：      2 部 
 
（３）数量調書           ：      2 部 
 
（４）構造計算書     ：   2 部 
 
（５）什器備品リスト    ：      2 部 
 
（６）什器備品カタログ  ：      2 部 
   （基本設計時から変更のあったもののみ） 
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別紙３ 着工時の提出書類 
 
１．工事着工届 （工程表を添付）         ：  2 部  
 
２．現場代理人及び主任技術者等届 （経歴書を添付）  ：  2 部 
 
３．承諾願（仮設計画書）     ：   2 部 
 
４．承諾願（工事記録写真撮影計画書）     ：   2 部 
 
５．承諾願（施工計画書）    ：   2 部 
 
６．承諾願（主要資機材一覧表）  ：  2 部 
 
７．報告書（下請業者一覧表）    ：  2 部 
 
 
ただし、承諾願については、建設企業が工事監理者に提出してその承諾を受けたものを、

工事監理者が町に提出・報告する。 
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別紙４ 施工中の提出書類 
 
１．日曜・祝日等の工事施工届  ：  2 部 
 
２．承諾願（機器承諾願）  ：  2 部 
 
３．承諾願（残土処分計画書）  ：  2 部 
 
４．承諾願（産業廃棄物処分計画書）  ：  2 部 
 
５．承諾願（主要工事施工計画書）  ：  2 部 
 
６．承諾願（生コン配合計画書）  ：  2 部 
 
７．報告書（各種試験結果報告書） ： 2 部 
 
８．報告書（各種出荷証明）  ：  2 部 
 
９．報告書（マニュフェストＤ票）  ： 2 部 （内、一部は原本） 
 
 
ただし、承諾願については、建設企業が工事監理者に提出してその承諾を受けたものを、

工事監理者が町に提出・報告する。 
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別紙５  事業者が付保する保険 
 
１．建設期間内 

（１）履行保証保険 ： 事業予定者が提案した場合には、建設請負金額の１０％に相

当する金額の工事履行保証保険とする。 
 
（２）第三者賠償責任保険  ： 限度額等は事業予定者の提案書による。 
 

２．維持管理業務期間内 
事業予定者が提案した場合には、第三者賠償責任保険に加入するものとし、限度額は

事業予定者の提案書による 
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別紙６ 竣工時の提出書類 

 
１．工事完了届      ：  2 部 

 

２．工事記録写真    ：  1 部 

 

３．竣工図（建築） ： 一式 （製本図 1 部、原図 1 部及びＭＯ） 

 

４．竣工図（電気設備） ： 一式 （製本図 1部、原図 1部及びＭＯ） 

 

５．竣工図（機械設備）  ： 一式  （製本図 1 部、原図 1部及びＭＯ） 

 

６．竣工図（衛生設備）  ： 一式   （製本図 1 部、原図 1部及びＭＯ） 

 

７．竣工図（什器備品配置表） ： 一式   （製本図 1 部、原図 1 部及びＭＯ） 
 
８．什器備品リスト   ：  2 部 

 

９．什器備品カタログ   ：  2 部 

 

１０．竣工調書    ：  2 部 

 

１１．竣工写真    ：  １部 
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別紙７ 本施設等及び什器備品の譲渡・所有権移転方法及び移転手続 
 
本施設等及び什器備品の事業者から町への譲渡・所有権移転方法及び移転手続きは下記の

通りとする。ただし、登記は、建物に関する事業予定者の提案内容によって、変更登記と

なることもある。 
 
１．町による本施設等及び什器備品の竣工確認 
 
２．町による事業者への竣工確認書の交付 
 
３．町による維持管理体制の確認 
 
４．町による事業者への維持管理体制確認書の交付 
 
５．本施設等及び什器備品の事業者から町への譲渡・所有権移転及び引き渡し 

事業者は、本施設等及び什器備品に係る鍵等を町に引き渡すとともに、本施設等及

び什器備品の引渡書を提出する。 
町は、本施設等及び什器備品の受取書を事業者に交付する。 

 
６．町から事業者への登記手続きの委任 

事業者の委託する土地家屋調査士及び司法書士への町からの委任状の交付 
 

７．事業者の委託した土地家屋調査士による町名義での建物表示登記手続き 
必要書類 
（１）建物図面（配置図） 
（２）各階平面図 
（３）委任状 
（４）建築確認通知書 
（５）検査済証 
（６）引渡書 
 

８．事業者の委託した司法書士による町名義での建物保存登記手続き 
必要書類：  委任状 
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別紙８ 業務報告書の概要 
 
業務報告書への記載事項等については、本Ⅵ１７項に規定するところによるほか、事業予

定者の提案書に基づく。 
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別紙９ サービス購入費の金額及び支払スケジュール 
 
１．金額 
 

事業予定者の提案書をもとに、事業契約に規定する。 
 
２．支払時期 
 

施設整備費用と維持管理費用とを、原則として同一の時期に、年間最高４回まで支払

うものとし、具体的な時期及び各回の支払額は、事業予定者の提案書をもとに、事業

契約に規定する。 
 
事業者は、各支払期間終了後１４日以内に請求書を町に提出する。 
町は、請求書を受け取った日から３０日以内に、事業者にサービス購入費を支払う。 

 
３．物価変動による維持管理費用の変更 
 

事業予定者の提案書をもとに、事業契約に規定する。 
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別紙１０ 維持管理費用の減額及び支払停止の方法 
 
１．減額等の対象 

減額等の対象となる支払は、サービスに対する町からの支払のうち、本施設等の維持

管理に係わる費用（維持管理費用）とする。 
 

２．減額等の措置を講じる事態 
事業者の責に帰すべき事由により、事業契約に規定する内容・水準にて本施設等が維持

管理されていない状態。 
 

３．減額等の評価のための基準 
前項の状態となり、且つ、町が事業者と協議した上で定める修補期間内に、それらの

状態が解消できない場合、一日当り１ポイントのペナルティを加算する。 
小学校と幼稚園とはそれぞれ独立してペナルティポイントの対象とする。 
 

４．減額等の決定 
  （１）事業年度を事業予定者が提案する支払期間に分割する。 
  （２）各支払期間毎に評価並びに措置を実施する。 
  （３）各支払期間毎の累積ペナルティポイントにより、下記の通りの措置とする。 

※本条件規定書の交付段階では、支払期間の提案が不明であるため、以下のポイン

ト区分では四半期当たりを想定し、事業契約において支払期間に応じたポイント

区分に修正するものとする。 
累積ペナルティポイント 減額等の措置内容 

［０～２］ 減額等の措置はなし 
［３～５］ １０％の減額 
［６］以上 維持管理費用の支払停止 

 
５．支払停止 

累積ペナルティポイントが［６］以上の場合、当該支払時期に支払うべき維持管

理費用の全額を支払停止とするが、翌期に於ける累積ペナルティポイントが［２］

以下であれば、翌期の支払時に、支払停止された当該維持管理費用の８０％を加

算して支払う。ただし、利息は付さない。 
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別紙１１ 法令変更による損害金分担規定 
 
             法令変更内容                    町負担割合       事業者負担割合 

 
（１）本事業に直接関係する法令の変更の場合        100%             0% 
 
（２）上記（１）以外の法令の変更の場合              0%            100% 
 
 
注）「本事業に直接関係する法令」とは、特に本事業及び本事業類似のサービスを提供する

事業に関する事項を直接的に規定することを目的とした法令を意味するものとし、これ

に該当しない法人税その他の税制変更及び事業者に一般的に適用される法令の変更は

含まれないものとする。 
但し、法人税その他の税制変更又は一般的に適用される法令の変更により、事業者の

事業性が極端に悪化すると合理的に判断される場合は、町及び事業者にて対応を協議す

るものとする。 
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別紙１２ 不可抗力による損害金・復旧費用分担規定 
 

事業期間中に不可抗力が発生した場合、不可抗力により発生した損害額及びその復旧

費用等の追加費用は、町が負担するものとする。 
但し、事業者又は事業者が業務を委託若しくは請け負わせた者（再委託、下請等の場

合を含む）が不可抗力により発生した損害額及び復旧費用等に対し、保険金を受領した

場合は、当該保険金相当額を追加費用から控除するものとする。 
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